
地球温暖化対策プラン中間案（骨子案）

京都府文化環境部

１ プラン改定の趣旨
○ 低炭素社会実現に向け、府民総参加による取組を進めるとともに、京都の知恵と文化を生か
した暮らし方の提案を行う。
○ 「温室効果ガス排出量１０％削減」の目標達成に向け、分野ごとの対策を連携させ、地球温暖
化対策の取組を強化する。

２ 現状と課題
○ 大規模事業者対策としては、条例に基づく排出量削減計画書等の提出義務付けなどにより、

、 、一定の成果が出てきているところであるが 省エネの取組が遅れている中小企業の対策強化や
1990年度より増加している、民生（業務〔43.2%増 ・家庭〔16.4%増 ）部門と運輸部門〕 〕
〔5.2%増〕の対策強化を図る必要がある。

＜プラン施策の主な実績＞
※削減計画書提出事業者数 ⑱2６4社 /削減実績1１.１万t-CO2（⑰比2.３％減）
※ＫＥＳ認証事業者数 ⑰463社 ⇒ ⑲793社
※地球温暖化防止活動推進員数 ⑰168名 ⇒ ⑲222名

３ 施策の基本方向
①活動を支える仕組みづくり、②活動を促進する人づくり、③活動を広げる意識づくりを施策の
柱とし、
● 京都議定書誕生の地の自治体として、低炭素社会の実現に向けた先導的な取組を進める。
● 取組が遅れている部門（中小企業、業務、運輸、家庭）を中心に、１０％削減目標の確実な
達成に向けて、施策の強化を行う。

４ 重点施策
（１）京都エコポイントモデル事業の拡充

○ 京都ＣＯ２削減バンクの強化・拡充の検討
○ 新エネルギーへの転換促進方策の検討
○ 関西広域連携への展開
○ 大規模排出事業者と中小企業の連携による地域版ＣＤＭモデル事業の検討
○ 温暖化防止活動推進センターによる家庭版省エネ診断・相談事業の充実

（２）京都の知恵と文化を生かした暮らし方の提案
○ はらはちぶんめ」といった欲張らない適度な暮らし方の発信「
○ 地産地消の推進と「京都版フードマイレージ」の検討
○ 次代を担う子どもたちへの普及啓発（環境学習冊子の作成など）
○ DO YOU KYOTO？市町村運動の展開
○ 温暖化防止活動推進員を中心に、企業や大学・ＮＰＯとの連携による地域プラ
ットホームの構築



（３）部門別対策の強化
産業部門対策の強化
○大規模排出事業者と中小企業の連携による地域版ＣＤＭモデル事業の検討(再掲)
○中小企業のエコ化促進
・京都産業エコ推進機構との連携による省エネコンサルタント機能の充実
・京都ＥＣＯレート(府の制度融資)の充実等支援の拡充〔事務所・店舗含む〕

業務部門対策の強化
○特定建築物排出量削減計画・報告・公表制度の推進
・CASBEE(建築物総合環境性能評価システム）の活用

○府庁の率先垂範（府庁ＣＯ ２０％削減運動推進事業の展開）２

・府庁舎のエコ化（断熱対策、照明対策 、自然エネルギーの導入拡大）

運輸部門対策の強化
○次世代自動車の普及促進
・電気自動車等（EV・pＨＶ）の普及促進に向けた環境整備

○公共交通機関利用促進キャンペーンの実施
・モビリティ・マネジメントなどＴＤＭ施策との連携による自動車利用の抑制

家庭部門対策の強化
○企業と学校が連携した親子温暖化教室の実施
○温暖化防止活動推進センターによる家庭版省エネ診断・相談事業の充実(再掲)
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